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「徳島県最低賃金」を時間額８２４円に改正決定 

－令和３年１０月１日より効力発生－ 

 

 

徳島労働局長（伊藤 浩之）は、８月 23日に開催された徳島地方最低賃金審議会（会

長 関口 寛）からの最終答申を受けて、徳島県最低賃金を時間額８２４円に改正決

定し、本日付けの官報に公示しました。新しい最低賃金は、10 月１日（金曜日）より

効力が発生します。 

 徳島労働局では、改正された最低賃金額について周知するとともに、業務改善助成金

等の中小企業・小規模事業場に対する支援策の周知を積極的に行うこととしています。 

 

 

＜徳島県最低賃金の改正答申の概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜添付資料＞ 

  １ 徳島県地域別最低賃金改正の推移(平成 14年～) 

  ２ 業務改善助成金リーフレット 

  ３ 雇用調整助成金リーフレット 

厚生労働省 

徳島労働局 
Tokushima Labour Bureau 

１ 適用する地域 徳島県全域 

２ 適用する使用者 徳島県内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 上記の使用者に雇用される労働者 

４ 最低賃金額  時間額８２４円（現行 時間額７９６円） 

５ 効力発生の日 令和３年 10月１日 

 

徳 島 労 働 局 発 表 

令和３年９月１日   

日 

【照会先】 

徳島労働局労働基準部賃金室 

室   長  天満 弘明 

賃金指導官  森  恵子 

電話：088(652)9165 



徳島県地域別最低賃金の推移（平成１４年度以降）

年  度 目安額 目安比較 結審状況 時間額(円) 引上額(円) 引上率(％) 発効日

14 ― ― 専門部会
全会一致 611 0 0.00 平成14年10月1日

15 0 ±０ 労側反対 611 0 0.00 平成15年10月1日

16 ― ― 専門部会
全会一致 612 1 0.16 平成16年10月1日

17 2 ＋１ 専門部会
全会一致 615 3 0.49 平成17年10月1日

18 2 ±０ 労側反対
使側一部反対 617 2 0.33 平成18年10月1日

19 ６～７ ＋１～２ 使側反対 625 8 1.30 平成19年10月21日

20 7 ±０ 労側反対 632 7 1.12 平成20年11月7日

21 ― ― 専門部会
全会一致 633 1 0.16 平成21年10月1日

22 10 ＋２ 使側反対 645 12 1.90 平成22年10月16日

23 1 ＋１ 専門部会
全会一致 647 2 0.31 平成23年10月15日

24 4 ＋３ 使側反対 654 7 1.08 平成24年10月19日

25 10 ＋２ 使側反対 666 12 1.83 平成25年10月30日

26 13 ±０ 労側反対 679 13 1.95 平成26年10月1日

27 16 ±０ 労側反対
使側一部反対 695 16 2.36 平成27年10月4日

28 21 ±０ 使側反対 716 21 3.02 平成28年10月1日

29 24 ±０ 労側反対 740 24 3.35 平成29年10月5日

30 25 ＋１ 専門部会
全会一致 766 26 3.51 平成30年10月1日

1 26 ＋1 労側一部反対
使側一部反対 793 27 3.52 令和元年10月1日

2 ― ― 使側反対 796 3 0.38 令和2年10月4日

3 28 ±０ 使側反対 824 28 3.52 令和3年10月1日



令和３年８月から

業務改善助成金 が 使いやすく なります

『業務改善助成金』は、設備投資により生産性を向上させ、「事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃

金）」の引き上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。

通常 生産性要件あり

４／５ ９／10

※ 「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働
者１人当たりの付加価値を指します。
助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性

と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、
伸び率が一定水準を超えている場合等に、加算して支給
されます。

① 事業場内最低賃金と徳島県最低賃金の差額が30円以内

② 事業場規模100人以下

対象者（事業場）

最大 450 万円（10人以上の引き上げを行う場合は最大 600 万円）
（コースにより異なるので、詳細は裏面を確認してください）

助成額

助成率

新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、業務改善助成金の内容を大幅に拡充します。
（Ⅳは別途要件を満たす場合に限ります。）

特例Ⅰ
45 円コースを新設

特例Ⅱ
年度内に２回目の

申請が可能

特例Ⅲ
引き上げ対象人数を
10人以上に拡大

特例Ⅳ
助成対象経費の拡大
（PC、スマホ等も対象に）

以下の要件（※）を満たす場合は、PC、スマホ、タブレットの他、貨物自動車等
も生産性向上の効果が認められる場合は対象となります。
※コロナ禍により売上高や生産量などの事業活動を示す指標の直近３か月間
の月平均値が前年または前々年の同じ月に比べて、30％以上減少している
事業者が30円以上の賃金引上げを行う場合

特
例
Ⅳ

支給要件

① 賃金引き上げ計画を策定し、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げること

② 引き上げ後の賃金額を支払うこと

③ 生産性向上に役立つ機器・設備などを導入して業務改善を行い、その費用を支払
うこと

④ 解雇、賃金引き下げ等の不交付事由がないこと

徳島県最低賃金改定前のご利用がおすすめです！

設備投資（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練など）

助成対象



活用事例

（R３.７.２６）

令和４年1月31日

i 【お問い合わせ】一般的なお問い合わせは業務改善助成金コールセンター（8/10開設）まで

０３－６３８８－６１５５（受付時間 平日8:30～17:15）

【申請窓口】徳島労働局雇用環境・均等室（電話：088-652-2718）

引き上げる労働者数

１人 ２～３人 ４～６人 ７人以上 10人以上

20円コース（20円以上引き上げ） 20万円 30万円 50万円 70万円 80万円

30円コース（30円以上引き上げ） 30万円 50万円 70万円 100万円 120万円

45円コース（45円以上引き上げ） 45万円 70万円 100万円 150万円 180万円

60円コース（60円以上引き上げ） 60万円 90万円 150万円 230万円 300万円

90円コース（90円以上引き上げ） 90万円 150万円 270万円 450万円 600万円

・45円コースを新設

・10人以上の上限区分を新設

申請期限

手続きの流れ

各コース助成上限額

交付決定
申請書・事業実施計
画等を労働局へ提出

事業実施
事業実施
結果報告

支給
審査

QR

助

成

対

象

の

例

▶ POSレジシステム導入による在庫管理の短縮

▶ リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

▶ 顧客・在庫・帳票管理システムの導入による業務の効率化

設備投資

コンサル
ティング

その他 ▶ 店舗改装による配膳時間の短縮 など

▶ 専門家による業務フロー見直しによる顧客回転率の向上

この他にも業務改善助成金の活用事例は
厚生労働省ＨＰに掲載しています。



（事業主の方へ）

最低賃金を引き上げた中小企業における
雇用調整助成金等の要件緩和について

業況特例等の対象となる中小企業が事業場内で最も低い時間給を一定以上引き上
げる場合、令和３年10月から12月までの３ヶ月間の休業については、休業規模要
件（１／40以上）を問わず支給する予定です。

概要

LL030730企01

以下の①及び②の条件を満たす場合は、小規模の休業（１／40未満）も対象。
例：10人規模の中小企業が20日の所定労働日数の月に、４人日分の休業を行った

場合も対象
４人日（休業）／200人日（10人×20日）＝１／50 ＜ 休業企業規模（１／40）

① 令和３年10月から３ヶ月間の休業について、業況特例又は地域特例の対象と
なる中小企業（令和３年１月８日以降解雇等を行っていない場合に限る。）で
あること。

② 事業場内最低賃金（当該事業場における雇入れ３月を経過した労働者の事業場
内で最も低い時間あたりの賃金額。地域別最低賃金との差が30円未満である
場合に限る。）を、令和３年７月16日以降、同年12月までの間に、30円以上
引き上げること。

※同一都道府県内に地域別最低賃金との差が30円未満である事業場が複数ある事業主は、最
も低い事業場内最低賃金を30円以上引き上げ、他の事業場もこの水準以上に引き上げる必
要があります。

※就業規則その他これに準ずるものにより、当該引上げ後の賃金額を事業場で使用する労働者
の下限の賃金額とすることを定める必要があります。

※当該引上げの実施日以降の休業について要件緩和が利用できます。

対象となる条件

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

厚生労働省HPご不明な点は、以下のコールセンターまでお問い合わせ下さい。

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金コールセンター

0120-60-3999 受付時間 9：00～21：00 土日・祝日含む

お問合せ先

申請手続等

○ 雇用保険被保険者、被保険者以外ともに、緊急雇用安定助成金として申請を
行っていただきます。

○ 緊急雇用安定助成金は、休業に対する助成となります。（教育訓練や出向は
対象になりません。）

○ 助成率や上限額は業況特例や地域特例と同じになりますが、10月以降の助成
率等については８月中にお知らせします。

○ 具体的な申請手続き等は別途お知らせします。

別紙



地域別最低
賃金=828円

（要件緩和の対象となるケースのイメージ）

引上げ前の地域別最低賃金が800円。地域別最低賃金の引上げ額が28円。
地域別最低賃金の引上げ日が10月１日の場合。

【地域別最低賃金=800円】 【地域別最低賃金=828円】

（ケース１）10月1日より前に事業場内最低賃金額を引き上げる場合

当該期間内は
休業規模要件は問わない

800円

829円 830円以上

859円以上地域別最低賃金額との差が
30円未満の場合に限る

地域別最低
賃金=800円

（ケース２）10月1日以降に事業場内最低賃金額を引き上げる場合
（10月1日より前の事業場内最低賃金額が、引き上げ後の地域別最低賃金額を下回っている場合）

800円

827円 828円

857円

事業場内最低賃金額
を30円以上引き上げ

858円以上

887円以上

10/1 12/31

当該期間内は
休業規模要件は問わない

（ケース３）10月1日以降に事業場内最低賃金額を引き上げる場合
（10月1日より前の事業場内最低賃金額が、引き上げ後の地域別最低賃金額以上の場合）

828円

857円

地域別最低
賃金=828円

828円

857円 858円以上

887円以上

当該期間内は
休業規模要件は問わない

地域別最低賃
金28円引上げ

【地域別最低賃金=800円】 【地域別最低賃金=828円】10/1 12/31

【地域別最低賃金=800円】 【地域別最低賃金=828円】10/1 12/31

事業場内最低賃金額
を30円以上引き上げ

地域別最低賃金額との差
が30円未満の場合に限る

地域別最低賃金額との差
が30円未満の場合に限る

事業場内最低賃金額
を30円以上引き上げ


